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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第１四半期
連結累計期間

第71期
第１四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自2015年７月１日
至2015年９月30日

自2016年７月１日
至2016年９月30日

自2015年７月１日
至2016年６月30日

売上収益 （百万円） 19,311 18,528 77,829

税引前利益 （百万円） 1,403 1,238 5,492

親会社の所有者に帰属する四半期（当期）

利益
（百万円） 945 688 3,455

親会社の所有者に帰属する四半期（当期）

包括利益
（百万円） 942 607 3,026

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 15,803 17,739 17,741

総資産額 （百万円） 32,279 35,327 35,852

基本的１株当たり四半期（当期）利益 （円） 56.26 41.49 207.57

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 （円） － 41.33 207.17

親会社所有者帰属持分比率 （％） 49.0 50.2 49.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △315 △805 5,050

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △142 △144 △512

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,170 △659 △2,469

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高
（百万円） 4,227 6,316 7,924

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上収益には、消費税等は含んでおりません。

３．第70期第１四半期連結累計期間の希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいてお

ります。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国の景気減速の影響は受けつつも景況感は回復基

調となり、消費マインドは改善しております。しかしながら労働需給に関しては逼迫した状態が継続しており

ます。自動車業界においては、国内メーカーの国内新車の販売台数は前年同四半期連結累計期間（以下、前年

同四半期という）比で99.5％（日本自動車工業会統計データ）となり依然低調に推移しております。中古車市

場は前年同四半期比で持ち直しの動きを見せておりますが、輸出中古車は円高傾向によって低調な動きとなっ

ております。

このような環境下において、当社グループは、各セグメントに市場環境の変化に対応した戦略的な営業活

動を推進するとともに、３つの事業のグループシナジーを強化することでより付加価値の高いサービスの創出

に努めると同時に、コスト削減など収益管理体制の強化に向けた活動を推進いたしました。しかしながら当社

グループの主力セグメントである自動車関連事業において主要取引先である日産自動車の新車販売台数が減少

したことによる影響は大きく、売上収益は前年同四半期比で減収となりました。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上収益185億28百万円（前年同四半期比

95.9％）、営業利益12億１百万円（前年同四半期比87.7％）となりました。また、税引前利益は12億38百万円

（前年同四半期比88.3％）となり、親会社の所有者に帰属する四半期利益は、６億88百万円（前年同四半期比

72.8％）となりました。

 

自動車の国内流通に関連する台数 単位：台

国内販売 2015年７月～2015年９月 2016年７月～2016年９月 前年比

新車     

国内メーカー *1 1,158,919 1,152,842 99.5%

(うち日産自動車) *1 (144,314) (121,303) （84.1%)

海外メーカー *2 72,595 76,195 105.0%

中古車     

登録車 *3 864,692 893,924 103.4%

軽自動車 *4 673,010 675,307 100.3%

中古車計  1,537,702 1,569,231 102.1%

永久抹消登録車 *3 51,134 46,786 91.5%

     

輸出 2015年７月～2015年９月 2016年７月～2016年９月 前年比

国内メーカー新車 *1 1,157,234 1,175,938 101.6%

中古乗用車 *5 354,709 331,822 93.5%

*1 日本自動車工業会統計より算出　　*2 日本自動車輸入組合統計より算出　　*3 日本自動車販売協会連合会統計より算出

*4 全国軽自動車協会連合会統計より算出　　*5 日本自動車販売協会連合会統計の輸出抹消登録台数より試算
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①自動車関連事業

当事業においては、当社の主要取引先である日産自動車の国内新車販売台数は121,303台（前年同四半期

比84.1％）となり（日本自動車工業会統計データ）この影響を受け、日産車の新車輸送や整備は減収となり

ました。車両輸送事業では日産以外の新車・中古車輸送の取引拡大に向けた新規顧客開拓活動を推進してま

いりましたが、中古車輸出事業では為替の影響等によって受注が減少するなど、自動車関連事業全体の売上

は減少いたしました。

これらの結果、売上収益は135億29百万円（前年同四半期比91.3％）となり、セグメント利益は13億３百

万円（前年同四半期比90.4％）となりました。

 

②ヒューマンリソース事業

景気の回復基調に伴い企業の人材需要は増加傾向にありますが、大都市部の人件費高騰と人材難は深刻化

しています。企業は人材活用ニーズの波動に合わせた派遣要請や採用活動を進めていましたが、少子高齢化

の進展による労働人口の減少から人材確保のための創意工夫が求められています。このような状況下におい

て、当社グループは事業展開の地域構成比を見直し、人材の求めやすい地域へシフトし都市部における業績

の鈍化を補ってまいりました。これらの結果、売上収益は36億51百万円（前年同四半期比114.9％）とな

り、セグメント利益は１億21百万円（前年同四半期比113.7％）となりました。

 

③一般貨物事業

当事業においては、港湾荷役事業が堅調に推移したことと、保管・輸送事業では既存顧客の深耕により新

規業務を獲得したことなどによって増収となりました。これらの結果、売上収益は13億48百万円(前年同四

半期比102.5％）となり、増収効果によりセグメント利益は２億61百万円（前年同四半期比101.1％）となり

ました。

 

なお、上記報告セグメントに含まれていない全社費用（当社の管理部門に係る費用）等は「第４『経理の

状況』の『セグメント情報』」に記載のとおり「調整額」の項目として計上しており、４億84百万円となり

ます。

 

（２）財政状態

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ６億77百万円（3.7％）減少し、176億69百万円となりました。

これは主に、営業債権及びその他の債権が９億63百万円増加したものの、現金及び現金同等物が16億８

百万円減少したことなどによります。

非流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億52百万円（0.9％）増加し、176億58百万円となりました。

これは主に、有形固定資産におけるリース資産が１億61百万円増加したことなどによります。

この結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ５億25百万円（1.5％）減少し、353億27百万円となりま

した。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ69百万円（0.6％）減少し、121億９百万円となりました。

これは主に、営業債務及びその他の債務が７億25百万円増加したものの、未払法人所得税等が10億93百

万円減少したことなどによります。

非流動負債は、前連結会計年度末に比べ４億53百万円（7.7％）減少し、54億78百万円となりました。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ５億23百万円（2.9％）減少し、175億87百万円となりま

した。

（資本）

資本合計は、前連結会計年度末に比べ１百万円（0.0％）減少し、177億39百万円となりました。

これは主に、利益剰余金が親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上などにより75百万円増加したも

のの、為替変動により在外営業活動体の換算差額が98百万円減少したことなどによります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ16億８百万円減少し、63億16百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、８億５百万円（前年同期は３億15百万円の支出）となりました。

収入の主な内訳は、四半期利益６億88百万円、減価償却費及び償却費２億54百万円であり、支出の主な

内訳は、法人所得税の支払額16億13百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、１億44百万円（前年同期は１億42百万円の支出）となりました。

収入の主な内訳は、有形固定資産の売却による収入57百万円であり、支出の主な内訳は、無形資産の取

得による支出89百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、６億59百万円（前年同期は11億70百万円の支出）となりました。

支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出３億５百万円、配当金の支払額６億20百万円でありま

す。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（2016年９月30日）

提出日現在発行数（株)
（2016年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,560,242 17,560,242 東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 17,560,242 17,560,242 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
(百万円)

資本準備金残高
（百万円）

2016年７月１日～

2016年９月30日
－ 17,560,242 － 3,390 － 3,204

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませ

んので、直前の基準日である2016年６月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

 2016年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　610,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,948,000 169,480 －

単元未満株式 普通株式　　　1,642 － －

発行済株式総数 　　　　 17,560,242 － －

総株主の議決権 － 169,480 －

（注）１　「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式32株が含まれております。

２　資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式357,100株（議決権の数3,571個）につ

きましては、「完全議決権株式（その他）」に含めて表示しております。

 

 

②【自己株式等】

 2016年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ゼロ

神奈川県川崎市幸区堀川町

580番地ソリッドスクエア

西館６階

610,600 － 610,600 3.47

計 － 610,600 － 610,600 3.47

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式

357,100株は、上記自己株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2016年７月１日から

2016年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2016年７月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社ゼロ(E04230)

四半期報告書

 8/23



１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度末
（2016年６月30日）

当第１四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  7,924 6,316

営業債権及びその他の債権  9,036 9,999

その他の金融資産 7 167 170

棚卸資産  779 688

その他の流動資産  438 493

流動資産合計  18,346 17,669

非流動資産    

有形固定資産  8,447 8,630

のれん及び無形資産  2,232 2,265

投資不動産  3,791 3,717

持分法で会計処理されている投資  973 912

その他の金融資産 7 1,393 1,473

その他の非流動資産  115 140

繰延税金資産  552 518

非流動資産合計  17,506 17,658

資産合計  35,852 35,327
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（単位：百万円）

 

 
注記
番号

前連結会計年度末
（2016年６月30日）

当第１四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  5,647 6,372

借入金 7 2,235 2,522

その他の金融負債 7 496 525

未払法人所得税等  1,594 500

その他の流動負債  2,205 2,188

流動負債合計  12,179 12,109

非流動負債    

借入金 7 768 575

その他の金融負債 7 1,943 2,117

退職給付に係る負債  2,476 2,448

その他の非流動負債  741 331

繰延税金負債  2 4

非流動負債合計  5,932 5,478

負債合計  18,111 17,587

資本    

資本金  3,390 3,390

資本剰余金  3,249 3,261

自己株式  △561 △561

その他の資本の構成要素  21 △66

利益剰余金  11,640 11,716

親会社の所有者に帰属する持分合計  17,741 17,739

資本合計  17,741 17,739

負債及び資本合計  35,852 35,327
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（２）【要約四半期連結純損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

売上収益  19,311 18,528

売上原価  △16,191 △15,406

売上総利益  3,120 3,121

販売費及び一般管理費  △1,827 △1,990

その他の収益  80 77

その他の費用  △2 △7

営業利益  1,370 1,201

金融収益  16 14

金融費用  △18 △14

持分法による投資損益  35 37

税引前利益  1,403 1,238

法人所得税費用  △458 △550

四半期利益  945 688

    

四半期利益の帰属：    

親会社の所有者  945 688

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 6 56.26 41.49

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 6 － 41.33
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（３）【要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

四半期利益  945 688

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付制度の再測定  5 7

純損益に振り替えられることのない項目合計  5 7

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

売却可能資産の公正価値の変動  △17 9

持分法適用会社のその他の包括利益持分  8 △98

純損益に振り替えられる可能性のある項目合
計

 △8 △88

    

税引後その他の包括利益  △3 △80

四半期包括利益  942 607

    

四半期包括利益の帰属：    

親会社の所有者  942 607
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

利益

剰余金

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

在外営業

活動体の

換算差額

売却可能

金融資産

の公正価

値の変動

確定給付

制度の再

測定

その他の

資本の構

成要素合

計

2015年７月１日残高  3,390 3,176 △152 68 54 - 123 9,066 15,603 15,603

四半期利益        - 945 945 945

その他の包括利益     7 △16 5 △3  △3 △3

四半期包括利益  - - - 7 △16 5 △3 945 942 942

自己株式の取得    △409    -  △409 △409

剰余金の配当 5       - △333 △333 △333

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替       △5 △5 5 - -

所有者との取引等合計  - - △409 - - △5 △5 △328 △742 △742

2015年９月30日残高  3,390 3,176 △561 76 38 - 114 9,684 15,803 15,803

 

当第１四半期連結累計期間（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

利益

剰余金

親会社の

所有者に

帰属する

持分合計

在外営業

活動体の

換算差額

売却可能

金融資産

の公正価

値の変動

確定給付

制度の再

測定

その他の

資本の構

成要素合

計

2016年７月１日残高  3,390 3,249 △561 △53 75 - 21 11,640 17,741 17,741

四半期利益        - 688 688 688

その他の包括利益     △98 9 7 △80  △80 △80

四半期包括利益  - - - △98 9 7 △80 688 607 607

自己株式の取得        -  - -

剰余金の配当 5       - △620 △620 △620

株式報酬取引   11     -  11 11

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替       △7 △7 7 - -

所有者との取引等合計  - 11 - - - △7 △7 △612 △608 △608

2016年９月30日残高  3,390 3,261 △561 △152 85 - △66 11,716 17,739 17,739
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

四半期利益  945 688

減価償却費及び償却費  228 254

受取利息及び配当金  △1 △7

支払利息  17 11

持分法による投資損益  △35 △37

法人税所得費用  458 550

営業債権の増減額（△は増加）  △381 △717

棚卸資産の増減額（△は増加）  24 90

営業債務の増減額（△は減少）  110 111

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △31 △16

その他  △700 △115

小計  634 812

利息及び配当金の受取額  1 7

利息の支払額  △18 △11

法人所得税の支払額  △933 △1,613

営業活動によるキャッシュ・フロー  △315 △805

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △110 △65

有形固定資産の売却による収入  1 57

無形資産の取得による支出  △41 △89

貸付による支出  △21 △3

貸付金の回収による収入  30 9

その他  △0 △53

投資活動によるキャッシュ・フロー  △142 △144
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（単位：百万円）

 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減（△は減少）  △20 350

長期借入れによる収入  80 50

長期借入金の返済による支出  △384 △305

ファイナンス・リース債務の支払  △103 △132

配当金の支払額 5 △333 △620

自己株式の取得による支出  △409 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,170 △659

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △1,628 △1,608

現金及び現金同等物の期首残高  5,856 7,924

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,227 6,316
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ゼロ（以下、当社）は、日本に所在する企業であります。また、当社の親会社はタンチョンインター

ナショナルリミテッドであり、当社及び子会社（以下、当社グループ）の最終的な親会社でもあります。当社の

要約四半期連結財務諸表は2016年９月30日を期末日とし、当社グループ及び当社グループの共同支配企業に対す

る持分により構成されております。当社グループは、自動車関連事業、ヒューマンリソース事業、一般貨物事業

を主たる業務としております。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨の記載

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２の「指定国際会計基準特定会社」の要件を全て満たすことから、

同第93条の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）IAS第34号に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、

前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2016年11月10日に取締役会によって承認されております。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を切り捨てて表示しております。

 

(4）重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収

益及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、こ

れらの見積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを

見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連

結財務諸表と同様であります。

 

３．重要な会計方針

　当社グループが要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表に

おいて適用した会計方針と同一であります。
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４．セグメント情報

　当社グループのセグメント情報は次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 
自動車関連
事業

ヒューマン
リソース事
業

一般貨物事
業

計
調整額
（注）

要約四半期
連結財務諸
表計上額

売上収益       

外部顧客からの売上収益 14,817 3,178 1,315 19,311 － 19,311

セグメント間の売上収益 16 87 20 124 △124 －

計 14,833 3,266 1,335 19,435 △124 19,311

セグメント利益（営業利益） 1,441 106 258 1,806 △435 1,370

（注）セグメント利益の調整額△435百万円には、全社費用△435百万円、セグメント間取引消去0百万円が含まれてお

ります。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 
自動車関連
事業

ヒューマン
リソース事
業

一般貨物事
業

計
調整額
（注）

要約四半期
連結財務諸
表計上額

売上収益       

外部顧客からの売上収益 13,529 3,651 1,348 18,528 － 18,528

セグメント間の売上収益 19 97 27 144 △144 －

計 13,549 3,748 1,375 18,672 △144 18,528

セグメント利益（営業利益） 1,303 121 261 1,685 △484 1,201

（注）セグメント利益の調整額△484百万円には、全社費用△484百万円、セグメント間取引消去△0百万円が含まれて

おります。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。
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５．配当金

　配当金の支払額は以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年９月29日

定時株主総会
普通株式 333 19.50 2015年６月30日 2015年９月30日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年９月28日

定時株主総会
普通株式 633 37.40 2016年６月30日 2016年９月29日 利益剰余金

（注）2016年９月28日定時株主総会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」の信託財産として資産管理

サービス信託銀行株式会社(信託E口)が保有する自社の株式に対する配当金13百万円が含まれております。

 

６．１株当たり四半期利益

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間における、基本的１株当たり四半期利益及び希薄化

後１株当たり四半期利益の計算は次のとおりであります。

（1）基本的１株当たり四半期利益

 
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 945 688

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 16,809 16,592

基本的１株当たり四半期利益（円） 56.26 41.49

 
（2）希薄化後１株当たり四半期利益

 
 

前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
－ 688

希薄化性潜在的普通株式の影響

　株式給付信託ＢＢＴ（千株）
－ 66

希薄化後の加重平均株式数（千株） － 16,658

希薄化後１株当たり四半期利益（円） － 41.33

（注）前第１四半期連結累計期間の希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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７．金融商品

金融商品の公正価値

①　金融資産及び金融負債の種類別の帳簿価額及び公正価値

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度末
（2016年６月30日）

当第１四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

貸付金及び債権     

その他の金融資産 713 747 751 781

売却可能金融資産     

その他の金融資産 704 704 749 749

合計 1,417 1,452 1,501 1,531

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債     

その他の金融負債（デリバティブ） 1 1 0 0

償却原価で測定される金融負債     

借入金 3,003 3,007 3,097 3,098

その他の金融負債 2,438 2,438 2,641 2,645

合計 5,443 5,447 5,740 5,744

（注）短期間で決済され帳簿価格が公正価値の合理的な近似値となっている現金及び現金同等物、営業債権、営業債務等

の流動項目は、上表に含めておりません。

 

②　公正価値の算定方法

（デリバティブを除くその他の金融資産）

　売却可能金融資産に分類されるその他の金融資産のうち、上場株式では取引所の価格によっており、非

上場株式では将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、類似の株式に係る相場価格に基づく評価技法及

びその他の評価技法を用いて算定しております。貸付金及び債権に分類されるその他の金融資産は、主と

して敷金及び保証金であり、元利金（無利息を含む）の合計額を新規に同様の差入を行った場合に想定さ

れる利率で割引いた現在価値により算定しております。

 

（借入金、その他の金融負債）

　長期借入金では、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。変動金利による長期借入金の場合、帳簿価額が公正価値の近似値となっている

ことから当該帳簿価額によっております。その他の金融負債は、主としてリース債務であり、元利金の合

計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しておりま

す。

 

（デリバティブ）

　取引金融機関より提示された価格によって算定しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ゼロ(E04230)

四半期報告書

19/23



③　要約四半期連結財政状態計算書において認識されている公正価値測定のヒエラルキー

　次の表は要約四半期連結財政状態計算書において公正価値で測定されている金融商品について、測定を行

う際に用いたインプットの重要性を反映した公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分析したものとなってお

ります。

 

レベル１：同一の資産又は負債についての活発な市場における公表価格

レベル２：直接に又は間接に観察可能な公表価格以外のインプット

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプット

 

前連結会計年度末（2016年６月30日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

売却可能金融資産 327 － 377 704

合計 327 － 377 704

金融負債     

その他の金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負

債
－ 1 － 1

合計 － 1 － 1

 

当第１四半期連結会計期間末（2016年９月30日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

売却可能金融資産 341 － 408 749

合計 341 － 408 749

金融負債     

その他の金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負

債
－ 0 － 0

合計 － 0 － 0

 

　当第１四半期連結累計期間において、レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。

 

　レベル３に分類される金融商品は、売却可能金融資産のうち客観的な市場価格が入手できないものであ

ります。これらの公正価値の測定は、将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、類似の株式に係る相場

価格に基づく評価技法及びその他の評価技法を用いて算定しております。
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　レベル３に分類された金融商品に係る期中変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

期首残高 448 377

利得又は損失合計   

純損益（注） － △2

購入 3 35

売却・決済 0 △1

期末残高 451 408

（注）要約四半期連結純損益計算書の「金融費用」に含まれております。

 

８．偶発債務

　保証債務

　当社グループは、取引先の債務等に対して、次のとおり保証を行っております。保証先が返済不能となった

場合、当社グループは返済不能額を負担し、また付随する損失を負担することがあります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度末
（2016年６月30日）

当第１四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

営業上の取引先の債務に対する保証 76 76

 

９．後発事象

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2016年11月10日

株式会社ゼロ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 袖川　兼輔　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山根　洋人　　印

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ゼロの2016年７月１日から2017年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2016年７月１日から

2016年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2016年７月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結純損益計算書、要約四半期連結純損益

及びその他の包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要

約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計

基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中

財務報告」に準拠して、株式会社ゼロ及び連結子会社の2016年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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